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本日の評価方法等について 

（第二部会） 

 

１ 評価の対象 

平成２８年度新規事項立て研究課題 

    ※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し

実施する研究課題 

 

２ 評価の目的 

  「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」、「国土

交通省政策評価基本計画」等に基づき、公正かつ透明性のある研究評価を行い、評価

結果を研究の目的、計画の見直し等に反映することを目的としている。 

 

３ 評価の視点 

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、国総研として実施すべ

きか、事前評価を行います。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期のステージに振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の重視すべき点を踏まえ

た評価を行います。 

   （初期：革新性、中期：実効性や実現可能性、後期：普及・発展に向けた取組） 

 

４ 進行方法 

当部会が担当となっている研究課題毎に評価を行います。 

（１）研究課題の説明（１０分） 

研究内容、必要性・効率性・有効性の観点等からの説明 

 

（２）研究課題についての評価（２０分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論 

※ 意見については「評価シート」に逐次ご記入下さい。 

② 審議内容、評価シート及び事前意見をもとに、主査に総括を行っていた

だきます。 

 

５ 評価結果のとりまとめ及び公表 

評価結果は審議内容、評価シートをもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表します。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、「事

務局」、「国総研」等として表記するものとします。 
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（参考）研究評価委員会分科会（7 月開催）の開催日程  
●第１回 国総研研究評価委員会分科会（第二部会） 

平成２７年 7 月２７日（月） １０：３０～１２：００ 於：九段第三合同庁舎         

 

○第２回 国総研研究評価委員会分科会（第三部会） 

平成２７年 7 月２７日（月） １３：００～１４：３０ 於：九段第三合同庁舎 

  

○第３回 国総研研究評価委員会分科会（第一部会） 

平成２７年 7 月２７日（月） １５：００～１６：００ 於：九段第三合同庁舎 
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研究概要書： 木造住宅の簡易な構造性能評価法の開発 

 
 

研 究 代 表 者 名 ：材料・部材基準研究室長 眞方山美穂 
関 係 研 究 部 ：－ 
研 究 期 間：平成２８年度～平成３０年度 
研究費総額（予定）：約５６．５百万円 
技術研究開発の段階：中期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

 住生活基本計画において、平成 23年から 10ヵ年計画において、平成 32年の実施率 50%

を目標として、取得の際の手続きの負担軽減等により普及を図っている。しかし平成 26年

の普及率は全体で 20%未満であり、現在の新築住宅の 4 割程度の戸数を占める在来軸組工

法の木造住宅の普及率が 10%前後にとどまっており、特に地方において多数のシェアを占

める中小工務店の普及率は極端に低い状況にある。 

本研究では、住宅性能表示制度の中小工務店への普及を目的として、現在作成されている

図面等から簡単な操作で住宅の構造性能を把握できる評価法の開発を行う。また中小工務

店と連携し、本課題で開発された評価法を実物件において検証し評価法の制度検証、改良

等を行う。 

 

２．研究開発の目的・目標 
 住宅性能表示制度の中小工務店への普及を目的として、上記研究開発により、木造住宅

の簡易な性能評価法の提案を行い、ホームページ等で公開、講習会を開催するなど、構造

性能評価法の普及を推進する。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
住生活基本計画において、平成 32年の住宅性能表示制度の実施率 50%を目標としており、

制度の普及のため早期に、解決策を提案する必要がある。また同計画において、住宅の耐

震化率を平成 32 年までに 95％とする目標を設定しており、対象とされる住宅の多数を占

める木造住宅の耐震化率向上のためにも、本評価手法を普及させることが必要である。 

（効率性） 
木造住宅を対象としたプレカット CAD、意匠 CAD、構造計算ソフトの共通フォーマットを

管理している団体（NPO 法人 CEDXM 評議会）と連携することで、効率的に性能評価手法の

開発を行うことができる。構造性能の定量評価に用いる解析ソフトの開発は建築研究部が

行うことができるため、時間・費用の観点からの効率性は高い。 
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●研究の実施体制 

 

プレカットCAD・
意匠CAD・構造計
算ソフトメーカー

国総研 建築研究部

（研究の総括）

東京大学等

（研究の連携）

本省 住宅局住宅生産課

（方針の確認、成果活用）

本省 住宅局建築指導課

（成果活用）

(独)建築研究所

（研究の連携）

CADベンダー

ハウスメーカー

検討委員会

（研究の実施）

プレカット業者

中小工務店

（情報交換）

地方公共団体

（成果活用）

 
 

 

●研究の年度計画と研究費配分 

区分（目標、テーマ、分野等）

実施年度 総研究費

Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 研究費配
分

（研究費［百万円］） 16.5 20 20 総額56.5

①
木造住宅の簡易な構造性能評価手
法の開発

約26.5
［百万円］

②
木造住宅の構造性能評価手法の検
証

約30
［百万円］

CADソフトとの
連携 評価ツール試作

実物件における検証

 

（有効性） 
新築木造軸組構法住宅の 85％以上がプレカット CADを用いて建築されている現状におい

て、木造住宅の多数を住める中小工務店が利用できる簡易な評価方法を提示することによ

り、本課題の研究成果による木造住宅の構造品質向上に対する有効性は高い 
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研究概要書：建築設備の自動制御技術によるエネルギー削減効果の 
評価法の開発 

 

研 究 代 表 者 名： 住宅研究部長 福山 洋 
関 係 研 究 部： 住宅研究部 
研 究 期 間： 平成２８年度 〜 平成３０年度 
研究費総額（予定）： 約４９百万円 
技術研究開発の段階： 中期段階 

 
 
１．研究開発の概要 

 近年、建築物のエネルギー消費性能に大きな影響を与える建築設備の自動制御技術（機

器の動かし方を自動的に操作する技術）の進展が目覚ましい。しかし、設計法や規格類が

整備されておらず、現在の省エネルギー基準では、制御方式毎の特徴の差異を評価できな

い。より省エネルギー効果の高い制御方式の開発及び導入を促進するために、現在の省エ

ネルギー基準では一律で決めている制御方式を複数の制御方式で評価する手法の開発を行

う。 

 

２．研究開発の目的・目標 
 近年、技術の進展が目覚ましく、今後の建築物の省エネルギー化に対して重要な役割を

果たすことが期待される建築設備の自動制御技術について、現状では一律で決めている制

御方式を複数の制御方式で評価出来るように評価方法を整備するとともに、大臣認定にて

任意の技術を評価する方法の開発を行う。この成果は、省エネルギー基準の次期見直しの

際に基準化を見込む。 

 

３．自己点検結果 
（必要性） 
 建築設備の自動制御技術は、近年、技術の進展が目覚ましく、今後の建築物の省エネル

ギー化に対して重要な役割を果たす。 しかし、設計法や規格類が整備されておらず、現在

の省エネルギー基準では、各方式の特徴の差異を評価できない。より省エネルギー効果の

高い制御方式の開発及び導入を促進するためには、各方式の特徴の差異を詳細に評価して

いく必要がある。 

 

（効率性） 
 本研究の実施にあたっては、自動制御技術に詳しい建築設備設計者や計装工事業者と密

に連携と連携し、今度の開発動向も含め、自動制御技術に関する最新情報を効率良く収集

する。また、これまでの基準整備のために実施された国総研の技術検討成果や学会等にお

ける既往の知見を最大限に活用する。 
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●研究の実施体制 
下図に示すように、学識経験者、実務経験者、（国研）建築研究所と連携して研究を実施

する。 

 

 

●研究の年度計画と研究費配分 

 

年度計画と研究費配分 

区分 

（目標、テーマ、分野等） 

実施年度 
総研究費 
約４９ 

［百万円］ 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０  研究費配分 

１）制御方式の分類及び定義の作成     
約７ 

［百万円］ 

２）一般的な制御方式の評価方法の構築 

 

    

約３０ 

［百万円］ 

３）大臣認定による特殊な制御方式の評価

方法の構築 

 

    
約１２ 

［百万円］ 

 

（有効性） 
 本研究の成果により、民間の技術開発の成果を基準の評価に反映できるようになれば、

民間の自動制御技術の開発・導入を促進することができる。自動制御技術が普及すれば、

現状と比べて 20%程度の省エネルギー化が達成可能である。 

ヒアリング調査等の実施 

各方式の定義の作成 

実大実験の実施（空調、照明、給湯） 

各制御方式の特性の解明 

 評価方法の整備 

性能評価方法の作成

 
評価の試行 

 

第 1回（第二部会） 

資料 3-2  

－ 22 －



 

 

第 1回（第二部会） 

資料 3-2  

研
究

開
発

の
目

的
研

究
開

発
の

目
標

研
究

成
果

研
究

成
果

の
活

用
方

法
（
施

策
へ

の
反

映
・
効

果
等

）
備

考

①
 制

御
方

式
の

分
類

及
び

定
義

の
作

成
設

計
図

書
の

調
査

及
び

ヒ
ア

リ
ン

グ
調

査
を

行
い

、
自

動
制

御
技

術
（
2
0
種

類
程

度
を

対
象

）
の

制
御

方
式

の
種

類
を

明
ら

か
に

し
、

各
々

を
差

別
化

す
る

た
め

の
機

能
要

件
等

の
定

義
を

作
成

す
る

。

②
 一

般
的

な
制

御
方

式
の

評
価

方
法

の
構

築
①

で
分

類
し

た
制

御
方

式
の

う
ち

、
一

般
的

な
制

御
方

式
を

対
象

と
し

て
、

実
大

実
験

を
行

い
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

特
性

の
実

態
値

を
明

ら
か

に
し

、
一

律
で

あ
っ

た
制

御
方

式
を

複
数

の
制

御
方

式
で

評
価

出
来

る
よ

う
に

評
価

方
法

を
整

備
す

る
。

③
 大

臣
認

定
に

よ
る

特
殊

な
制

御
方

式
の

評
価

方
法

の
構

築
任

意
の

制
御

方
式

の
性

能
を

認
定

す
る

場
合

の
具

体
的

な
評

価
方

法
（
試

験
体

の
構

成
、

測
定

装
置

、
測

定
条

件
、

測
定

項
目

な
ど

）
を

開
発

す
る

。

自
動

制
御

技
術

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

消
費

性
能

の
評

価
方

法
の

開
発

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

基
準

等
に

反
映

→
 民

間
の

自
動

制
御

技
術

の
開

発
及

び
導

入
を

促
進

（
自

動
制

御
技

術
が

普
及

す
れ

ば
、

現
状

と
比

べ
て

2
0
%
程

度
の

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

が
達

成
可

能
）

→
 民

間
の

技
術

開
発

の
成

果
を

速
や

か
に

国
の

基
準

に
反

映
さ

せ
る

ス
キ

ー
ム

が
構

築
さ

れ
る

。

研
究

課
題

名
：
建

築
設

備
の

自
動

制
御

技
術

に
よ

る
エ

ネ
ル

ギ
ー

削
減

効
果

の
評

価
法

の
開

発
 （

事
項

立
て

課
題

）
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